
1 

 

2020 年 7 月 31 日 

（ご参考） 

マツダ株式会社 

2021 年 3 月期 第 1 四半期 決算説明会 

（スピーチ要旨） 

 

取締役 専務執行役員 企画領域・渉外・MDI&IT 総括 

古賀 亮 

 

このたびの新型コロナウイルスにより、お亡くなりになられた方にお悔やみ申し上げますとともに、体調を崩されてい

る皆さまに心よりお見舞い申し上げます。当社におきましても、引き続き、従業員をはじめ関係者の皆さまの健

康と安全の確保に努めてまいります。 

 

1. 2021 年 3 月期 第１四半期 実績 

2021 年 3 月期 第 1 四半期の実績の総括について説明します。 

グローバル販売台数は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う急速な需要縮小により対前年 31%減の 24 万 4

千台となりました。経済活動の再開以降は、各市場の販売が徐々に回復しており、生産量も順次増加してい

ます。 

連結出荷台数は対前年 63%減の 11 万 4 千台となりました。急速な需要縮小により 3 月末時点で過剰と

なっていた在庫は、販売回復と生産調整によって適正レベルに改善しています。 

財務実績については、売上高は対前年 56%減の 3,767 億円、営業損失は 453 億円、親会社株主に帰

属する当期純損失は 667 億円でした。また、操業停止による生産ロス 205 億円を特別損失に計上していま

す。フリーキャッシュフローは 1,511 億円のマイナスとなりました。 

 

コロナ禍による経営環境の変化に対するこれまでの緊急対応について説明します。 

販売店の営業停止・急激な需要減を受け、生産調整を週次で実施し、すべてのパイプライン上の在庫量のコン

トロールを強化しました。緊急支出抑制を実施すると共に、販売店の営業再開や需要回復に合わせた販売加

速を進め、キャッシュフロー改善に取り組みました。また、6 月末までに 2,900 億円の資金調達を実行し、手元

流動性を確保しました。サプライヤーの皆さまとも、引き続き、雇用維持や資金繰りに関する協議を継続的に行

っています。 

 

グローバル販売台数は、対前年 31%減の 24 万 4 千台でした。ロックダウンや外出規制に伴う経済活動の停

滞がグローバルに波及し、中国を除く主要市場で販売台数が減少しました。中国は経済活動再開が早かったこ

とに加えて、経済支援策の後押しなどにより第 1 四半期は対前年で台数増となりました。 
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財務指標について説明します。 

売上高は、対前年 56%減の 3,767 億円、営業損失は 453 億円、経常損失は 418 億円となりました。こ

れに加え、操業停止に伴う特別損失 205 億円を計上しており、親会社株主に帰属する当期純損失は 667

億円となりました。 

為替レートは、平均で US ドルは前年から 2 円円高の 108 円、ユーロは前年から 5 円円高の 119 円となりま

した。連結出荷台数は、対前年 19 万 7 千台減の 11 万 4 千台でした。 

 

営業利益の対前年の変動要因を説明します。 

台数・構成は、19 万 7 千台の出荷台数減少及び部用品の減少により、1,044 億円の減益となりました。 

為替は、主要通貨の円高により、32 億円の減益影響がありました。変動コスト領域では、コロナ禍の中でコスト

改善活動は 3 億円に留まりました。固定費他は 345 億円の改善となりました。固定販促費は、コロナ禍による

販売活動縮小に伴い支出の効率化を図り、約 170 億円抑制しました。また諸経費でも、相当数の抑制効果

が出ています。品質関連費用は、前年のパワステ訴訟関連費用の戻り約 80 億円を含めて、現行世代商品の

不具合収束や、新世代商品の初期品質安定等の結果、約 130 億円抑制することができました。これに加え、

操業停止による生産ロス 205 億円を、特別損失に振り替えています。 

 

2. 2021 年 3 月期 通期見通し 

2021 年 3 月期 通期見通しについて説明します。 

グローバル販売台数は、対前年 8％減の 130 万台を計画しています。いち早く新型コロナウイルスが収束した

中国を除く市場では対前年 14％の減少となる見通しです。 

連結出荷台数は対前年 19%減の 100 万台です。 

売上高は対前年 17％減の 2 兆 8,500 億円、営業損失は 400 億円、親会社株主に帰属する当期純損

失は 900 億円となる見通しです。引き続き、販売回復と固定費削減に徹底的に取り組み、コロナ禍による経

営影響を最小化していきます。 

国内生産については、第 1 四半期は生産調整により約 8 割減となりましたが、8 月からは通常の操業体制へと

復帰し、通期では対前年で約 2 割減の見通しです。 

配当につきましては、今期の業績が厳しい事に加え、今後のコロナ禍の長期化による財務リスクに備え、今期の

配当は見送りとさせていただきます。 

 

グローバル販売台数は、対前年 8％減の 130 万台、中国を除く市場では対前年 14％の減少となる見通しで

す。新型コロナの新規感染者数が依然として拡大傾向にある市場や、一時的に低下傾向となったものの第 2

波が懸念される市場もあるなど、グローバルで先行き不透明感は拭えませんが、商品の独自価値をお客様が認

めてくれており、また、継続的に実行してきた販売金融事業の強化を含む販売改革も効果が出始めており、各

市場での需要回復トレンドを踏まえた計画としています。国別では中国と米国で前年を上回る販売を計画して

います。欧州については、環境規制への対応を考慮し計画的に販売ミックス等の調整を進めています。

ASEAN・中南米など、その他市場の回復は厳しい状況であると見ています。 



3 

 

 

財務指標の通期見通しについて説明します。 

売上高は対前年 17％減の 2 兆 8,500 億円、営業損失は 400 億円、経常損失は 340 億円、親会社株

主に帰属する当期純損失は 900 億円となる見通しです。為替レートは、US ドルは前年から 2 円円高の 107

円、ユーロは 120 円の前提としています。連結出荷台数は、前年から 23 万 3 千台、19％減の 100 万台と

なる見通しです。 

 

営業利益見通しの対前年の変動要因を説明します。 

台数・構成は、出荷台数の減少に加え、部用品の減少影響、並びに、市場環境に合わせた販売促進を進め

ることで、1,300 億円の減益となる見込みです。加えて、その他販売関係として、環境規制対応費用の増加、

OEM 供給車両の減少、タイ工場低操業などの一過性の要因により、300 億円の悪化見込みです。 

為替は、主要通貨が足元で円高に推移していることから、200 億円の悪化を見通しています。 

変動コスト領域は、コスト改善活動により 100 億円の増益要因です。 

固定費他は 659 億円の改善に取り組みます。 

広告宣伝費は、トラディショナルなマスメディアからデジタル化への移行や、顧客体験フォーカスにシフトすることに

加えて、徹底的な抑制や費用対効果の改善に取り組み、約 300 億円の効率化を計画しています。 

研究開発費は、モデルベースを活用したモノ造りの進化の強化や、コロナ禍での働き方の見直し等により、50 億

円の効率化を図ります。 

また、出張やイベントの自粛、外部費用支出の見直しによる経費削減、働き方改革による残業の減少、更に

役員や国内外幹部社員の報酬返上や減給等により、約 200 億円の抑制を図ります。 

品質関連費用は、前期のパワステ訴訟関連費用の戻りや、現行世代商品の不具合収束、新世代商品の初

期品質安定に加えて、すでに実施している修理方法改善/工夫や、コネクトを使った早期発見・早期解決の取

り組みの成果として、約 200 億円を抑制可能と見ています。 

米国工場関連費用などの成長投資が約 100 億円ありますが、以上申し上げた約 750 億円の固定費削減に

よって、約 650 億円の改善を計画しています。 

 

今期の取り組みを総括します。 

今期計画は、不透明な状況の中ではありますが、自動車需要は徐々に回復することを前提として置いています。

需要戻りに合わせた販売機会を確実に捉え、着実な販売回復を図ります。グローバル販売台数は、第１四半

期は 3 割減となりましたが、第 2 四半期は 1 割減、第 3 四半期は若干のマイナスで、第 4 四半期は前年越

えを目指します。連結出荷台数は、在庫適正化のため第 1 四半期は 6 割減となりましたが、第 2 四半期は 2

割減、第 3 四半期は前年並み、第 4 四半期は前年を上回る前提です。 

販売回復とともに徹底的な固定費削減を行います。 

広告宣伝費、諸経費、研究開発費の効率化による抑制、品質関連費用の減少など、固定費の削減に取り

組みます。販売回復と固定費削減に徹底して取り組むことで、利益水準は徐々に回復、下期に黒字化を目指

します。コロナ禍が更に大きな経営影響を及ぼす場合には、柔軟な対応を取りつつ全力で取り組んでまいります。 
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代表取締役社長兼 CEO 

丸本 明 

 

3. 中期経営計画 見直しの方向性 

中期経営計画見直しの方向性について、コロナ禍で学んだことも踏まえ説明します。 

経営環境に甚大な影響をもたらした今回のコロナ禍ですが、日々、様々なことを考え、多くの学びや反省を得る

こともできました。刻々と状況が変化する中、従業員、グループ会社、地域での感染予防対応をはじめ、リスクの

最小化に向けた緊急対応を即決、実行することに集中しながら、私は経営者として、過去を振り返り、現在を

分析し、将来を見渡す機会を得たと思っています。同時に役員/従業員がその対応を考え抜く機会でもあったと

考えます。 

 

主な学びや、学びを踏まえた活動を紹介します。 

まずは働き方です。在宅勤務の拡大など柔軟な働き方は、飛躍的に業務効率を改善する大きなチャンスととら

えました。業務の棚卸を通じて、やめるべき業務と変えるべき業務の選別に着手すると同時に、業務の

In/Through/Out を明確にし、業務を分類しながら、プロセスを改善する取り組みに全社で着手しました。 

次に固定費の使い方についてです。これまでも効率化には取り組んできましたが、全く不十分であったと痛感しま

した。先ほど述べた業務プロセスの改善や、後で述べる全社活動などを展開しながら、コロナ禍を機会と捉え、徹

底的な効率化を加速して行きます。販売が急減する中、在庫量/生産量の適正化はリーマン時の教訓もあり、

いち早く対応し、パイプライン全体像のリアルタイムでの把握と、迅速な判断が出来たと考えます。この活動を通

常業務に取り込み、一層の在庫キャッシュの抑制に取り組みます。 

そして投資についても、需要の見通しが不透明であり、また顧客行動も変化する可能性があるなかで、段階的

かつ最小投資で最大効果を出す事、また既存アセットを最大活用する事などに着手しています。既存設備のア

セットだけではなく、既存商品のアセットも大切に活用していくことを考えています。 

最後に仕事への取り組みの改革です。個別最適から全体最適化への取り組みを徹底する施策として、全社課

題の解決を目的とする、全社横断型で、全領域が参加するクロスファンクショナル活動を組織化し、着手しまし

た。例えば効率化を進める場合、一部の組織での効率化では個別最適に陥る可能性があり、効果も不十分と

考えています。例えばモノづくりの効率化は、開発・生産技術・生産・サプライヤー・品質をバリューチェーンと称し、

1 つのチームで全体の効率化に取り組んでいます。 

これらの内容以外にも多くを学び、実行に移しています。社長～取締役～役員の大規模な権限委譲を行い、

意思決定と実行のスピードをあげています。 

 

今期の取り組みについて、あらためて整理します。 

先ほどのコロナ禍での学び、反省から、「迅速な判断と実行」それを全員で「One Mazda」で進めることを今一

度全員で共有化しています。これは、スモールプレーヤーの強さでもあり、この強さを最大限生かし、以下の 3 点

に取り組んでいきます。 
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■成長投資は効率化を織り込みながら継続 

■徹底した支出抑制・効率化による固定費削減 

■需要回復に合わせた在庫コントロール下の販売・生産の着実な回復 

 

今期の取り組みをベースに、中期経営計画の見直しの方向性を示します。 

2019 年 5 月に、中期経営方針として、「独自の商品・顧客体験への投資」「ブランド価値を低下させる支出の

抑制」「遅れている領域への投資」を定めました。マツダという企業が存続するためには、「人と共に創る」マツダの

独自性の強化は極めて重要であると認識しています。 

この方針は維持し、あらゆる効率化を行いながら、規模やタイミングなどを見直し取り組んでいきます。 

独自価値を生み出す成長投資は継続します。商品技術開発領域、グローバル IT 領域への投資、米国新工

場や販売ネットワークへの投資など、最大限に効率化、平準化しながら維持していきます。 

環境や安全、コネクティッドなど時代の要請は、生き残りのための最重要課題のひとつです。アライアンス/協業を

継続的に強化し、同時に独自価値への投資は維持していきます。 

 

コロナ禍での学びで述べた取り組みに加えて、需要の不透明さを前提に、中期経営計画での取り組みのいくつ

かを見直していきます。主要な見直しの方向性は以下の 5 点です。 

① 中期経営計画で掲げた指標の達成時期は、1 年を目途に延期を検討しています。最終年度の売上

高/利益目標等は変更せず、達成を目指します。 

② 危機に強いビジネス構造を構築するため、固定費効率化とあらゆる領域の原価低減を加速し、損益

分岐点の引き下げに取り組みます。 

③ 将来に向けた成長投資は効率化しながら維持します。同時に投資効率を最大化する支出時期の平

準化やバランスを調整します。 

④ 商品領域では、規制導入の時期を見極め、需要回復のタイミングや販売実績を見ながら、段階的に、

新商品/派生車の導入を進めます。 

⑤ CASE 領域でのアライアンス強化やサプライヤーとの協業の深化にも注力していきます。 

なお、中期経営計画見直しの詳細は、今秋以降に発表したいと考えています。 

 

今期以降の主要施策の考え方を説明します。 

① 開発投資においては、投資効率最大化も行いますが、長期的要素技術開発の支出を２年間、凍

結します。そのために、要素技術はモデルベースリサーチ/モデルベース開発化によるフルバーチャル化に

シフトし、時機を見てリアルでの検証により、取り戻しを行います。 

② 設備投資は、既存商品、新世代商品のアセットを最大に活用し、生産技術開発強化に加え、

Large 商品の投資を一気に投資するのではなく、段階的・効率的に実施していくことを計画していま

す。 

③ 固定販促費は、顧客の集客効果、宣伝効果を最大化すべく、マスメディアからデジタルへの移行、ナ
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ショナルからリージョンへのシフトを進めていきます。 

④ 品質改善では、当社の強みであるモデルベース開発、品質検証の強化により、市場流出の最小化に

取り組むと同時に、車載機から得られる様々な情報を活用し、市場品質問題の早期解決を加速しま

す。 

⑤ 海外工場は国内の工場に比べて生産性が低く、中計期間中に現在の日本と同等の生産性を目指

し、抜本的な改善活動を強化します。 

⑥ 環境規制、とりわけ欧州の CO2 規制は喫緊の課題です。各商品・パワートレインの CO2 の実力や改

善計画を踏まえ、価格のバランスを調整し、低 CO2 の商品や SKYACTIV-X の比率を向上させ、

CO2 ペナルティーの削減を計画化しました。また、マツダ初となる量産電気自動車 MX-30 に引き合い

が強く、販売強化に挑戦します。サステイナブル”Zoom-Zoom”宣言 2030 の目標達成に向けた活

動を、計画を強化しながら進め、各国のグリーン化規制に対応していきます。 

⑦ 在庫については、需要に応じた在庫コントロールは引き続き継続強化し、今後は、次のステップとして

在庫回転率の向上による売り上げ増を図っていきます。 

⑧ 従業員の業務の棚卸しやプロセス改善は、手戻りや従業員のモチベーションを維持、向上させることを

狙いに、全領域で地道な活動として定着するまで継続します。複数の組織やリージョンで取り組む、全

体最適視点に基づく効率化や全社課題の解決に向けたクロスファンクショナル活動は、スモールプレー

ヤーのマツダならではの強みとなるまで継続します。 

 

以上、私からコロナ禍での学びと中期経営計画の見直しの方向性について説明しました。 

活動内容が多岐に亘り、また、現在活動内容を、全社を挙げて取り組んでいるところです。 

部分的活動ではなく、全社を挙げた活動として定着させると共に、不透明な環境の中、柔軟にかつ迅速な判断

と実行を目指して取り組んでいきます。 

 

以上 


